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【要約】

2012 年に発足した安倍政権は、長期にわたり低迷する日本経済

を回復させるため、アベノミクスにおいて 3 本の矢を打ち出した。

そのなかの「成長戦略」は、日本のインフラ技術を輸出すること

によって、経済発展を後押しする戦略である。日本政府は「原発

輸出」が国内企業の海外投資の牽引役となることを期待した。近

年ベトナムは急速に経済発展し、エネルギー需要が喫緊の課題とな

っていることから、日本の原発輸出戦略の重要な対象国の一つにな

った。しかし 2016 年、ベトナム国会は財政難及び経済成長の予測

がつかないこと等を理由に、原子力発電所建設計画の中止を決定し

た。同決定は、安倍政権の原発輸出戦略にとって大打撃であったと

いえる。本論では、日本の対ベトナム原発開発計画の経緯、及び安

倍政権の原発輸出にかかる戦略的意図を探求し、日本の発展途上国

に対する原発輸出についての理解を深める。また発展途上国につい

ては、原発開発計画により直面するジレンマと課題を論じる。

キーワード：�安倍政権、エネルギー安全保障、ベトナム、原発開発

計画、原発輸出
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一　はじめに

2011 年に発生した東日本大震災によって、福島の第一原子力発

電所から放射線物質が大気中に放出され、これにより東北地方は深

刻な被害を受け、同時に日本のエネルギー安全保障の脆弱性が露呈

した。福島原発事故以降、安全性を理由に日本の原子力発電所は全

て一時閉鎖され、全面的な安全評価を行い、検査に合格した一部の

原子力発電所だけが運転を再開した。2012 年に発足した安倍政権

は、長期にわたり低迷する日本経済を回復させるため、アベノミク

スにおいて 3 本の矢を打ち出した。そのなかの「成長戦略」は、日

本のインフラ技術を輸出することによって、日本の経済発展を後押

ししようとする戦略であり、日本政府は「原発輸出」が国内企業の

海外投資の牽引役となることを期待した。

2014 年、今後の日本のエネルギー発展の方向を確立するため、

安倍政権は「第 4 次エネルギー基本計画」を策定した。同計画で

は、原発は低炭素の準国産エネルギー源として優れた安定供給性と

効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運転時に

は温室効果ガスの排出も少ないことから、「重要なベースロード電

源」であるとした（林祥輝 2014）1。2015 年に発表した「長期エネ

ルギー需給見通し」によると、2030 年の電力需給構造に占める原

発の割合は 20～22％となり（経済産業省 2015）、2011 年の福島

1	 「ベースロード電源（baseload power）」とは、比較的低コストで、昼夜を問わず

安定して電力を供給できる電源で、地熱・水力・原子力・石炭火力等がある。「ミ

ドル電源（medium-scale power）」とは、発電コストはベースロード電源より高い

が、電力需要の動向に合わせて発電量を調整できる電源で、天然ガス等がある。

「ピーク電源（peaking power）」とは、発電コストは高いが、需要の大きな時間

帯だけ電力を供給する電源で、石油や揚水式水力等がある。
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原発事故以降も、日本は原発の利用を断念したわけではなく、重要

且つ安定した電力の一つとみなしていることが分かる。また原発輸

出については、「第 4 次エネルギー基本計画」のなかで、原子力の

平和的利用への貢献及び核不拡散に対する貢献に関し、福島原発事

故の経験及びその教訓を国際社会と共有し、世界の原子力の安全性

向上に努めることが日本の責務だとした。更に、周辺の中国、東南

アジア諸国及びインド等の新興工業国においても、エネルギー需要

が徐々に高まる趨勢にあることから、日本は関連する原子力技術や

人材等を提供し、後進国の参考となるよう、より高いレベルの原子

力の安全基準を示していくとした（経済産業省 2014）。

近年ベトナムは急速に経済発展し、これに伴いエネルギー需要も

喫緊の課題となっていることから、日本の原発輸出戦略において、

ベトナムは重要な対象国の一つとなった。2013 年 1 月、第二次安

倍政権の発足後、最初の外遊先に選んだのは東南アジアの国、即

ちベトナム、タイ、インドネシアだった。ベトナムでは、グエン・ 

タン・ズン（Nguyen Tan Dung）首相と首脳会談を行い、安倍首

相はベトナムの経済発展を継続して支援する意向を示し、両国は貿

易・投資・インフラ等の分野における協力の拡大で合意した。しか

し、2016 年にベトナム国会は、財政難及び経済成長の予測がつか

ない等を理由に、原子力発電所の建設計画の中止を決定した。同決

定は、安倍政権の原発輸出戦略にとっては大きな打撃であり、以降

の日本の原発の海外発展戦略にも大きな影響を与えた。

本論では、まず世界における原発建設の発展概況を掘り下げ、発

展の現況と趨勢を整理する。次に、日本における原発及び原発輸出

の発展と変遷をまとめ、さらに日本のベトナムにおける原発開発計

画の経緯を紐解く。最後に、安倍政権の原発輸出の戦略的意図から

日本の発展途上国に対する原発輸出戦略の主要目的と、発展途上国
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が原発開発計画により直面するジレンマと課題について論じる。

二　国際社会における原発の発展概況

2019 年に発表された「BP 世界エネルギー見通し」は、発展途上

国が引き続きグローバル経済成長を牽引し、特に中国とインドが牽

引役になると指摘した。中国のエネルギー需要は徐々に緩やかにな

ってきているものの、2040 年まで中国は依然として世界最大のエ

ネルギー消費国で、全エネルギー消費の約 22％前後を占めると目

される。生活水準の向上に伴い、中国、インド等のアジアの発展途

上国のエネルギー需要は、2040 年には世界のエネルギー需要の約

三分の一を占めるまでになると予想される。電力業界のエネルギー

消費は一次エネルギーの約 75％に達し、2040 年に再生可能エネル

ギーは世界最大のエネルギー源になると見られる。この他、増加す

る二酸化炭素排出量の大幅な削減を目指して、各国政府は全面的な

削減政策や措置を示している（BP 2019）2。

原発について見ると、年増加率は 1.1％で、ここ 20 年近くの趨

勢は基本的には一致しており、原子力発電量の持続的な増加は 2 つ

の発展モデルに分類できる。経済協力開発機構（OECD）加盟諸国

では、古い原子力発電所を徐々に運転停止にし、インフラ投資にも

制限を設けているため、原子力発電量は実質的に低下している。

これに対して、発展途上国では、原子力発電は増加傾向にあり、

2040 年における中国の原子力発電量は、OECD 諸国全体の発電量

に匹敵するとみられる 3。

2	 BP（BP plc）の前身は、ブリティッシュ・ペトロリアム（British Petroleum）。世

界六大石油会社の一つであり、また世界トップ 10 の民間企業グループの一つ。
3	 OECD は 1961 年 9 月 30 日に設立され、本部はフランス・パリに置かれ、主に先
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日本原子力産業協会が発表した『世界の原子力発電開発の動向

（2021 年版）』によると、現在、世界の原子力発電所は 434 基、

総発電量は 4 億 788.2 万 kW で、2020 年から 3 基減少した。今後、

原子力発電所の建設は主に、中国、インド、ロシア及び中東地域

に集中すると見られる。世界原子力協会は、世界のエネルギー構造

において原子力が占める割合は今後も増加し続け、2030 年には世

界の電力総供給量に占める原子力の割合は 18％に達すると見てい

る。現在、世界の 31 の国・地域に原子力発電所があり、世界の総

発電量の約 10.3％を占め、石炭 39.2％、自然エネルギー22.8％、

水力 16.3％に次ぐエネルギーとなっている（日本原子力産業協会 

2021）。

1990 年代、世界各地で原子力発電所が盛んに建設されたが、

2011 年の福島原発事故の影響を受け、原子力発電の発電量は緩や

かな減少傾向となった。2012 年から、原子力発電所の運転数が増

加し始めたのに伴い、世界の電力供給に占める原子炉の割合も安定

している。『世界の原子力発電開発の動向（2021 年版）』の統計

に基づくと、世界で運転中の原子炉数のトップ 5 は米国（94 基）、

フランス（56 基）、中国（48 基）、ロシア（34 基）、日本（33 基）

となっている。また、原子力の総発電量からすると、トップ 5 はそ

れぞれ、米国、フランス、中国、ロシア、韓国であり、発電量の集

中具合を見ると、同トップ 5 の国々だけで原子力総発電量の 70％

を占め、なかでも米国とフランスが 48％と、極度に集中している

ことが分かる（日本原子力産業協会 2021）。

進国間の経済問題を議論する。OECD は、加盟国が適切な政策を制定できるよう

サポートし、加盟国の経済・社会・福祉の発展を促進させ、また、加盟国の国力

を合わせて、発展途上国の発展に協力することを活動の目的としている。
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米国は世界最多の原子炉を有し、その合計出力は 100GW だが、

米国エネルギー情報局（U.S. Energy Information Administration, 

EIA）は、2040 年における米国国内の合計出力は 88.2GW まで減

少する可能性があると予測している。この背景には主に、一部の原

子力発電所が運転期限の前に運転を中止すると発表していること

がある。この他、ここ数年、天然ガスの価格と再生可能エネルギ

ーのコストが下降傾向であることも、顕著な影響を与えている。よ

って、米国の原子力発電の比率は 2018 年の 19％から 2050 年には

12％に減少すると見られる。

中国には現在、運転中の原子炉が 48 基あり、その合計出力は

49GW で、その内 2GW は 2017 年から新たに出力が始まったも

のである。さらに 19 基の原子炉が建設中で、その合計出力は約

19.9GW と、現在、世界で建設計画中の原子力発電所の三分の一を

占める。この他、中国は 58GW を出力できる新しい原子力発電所

の建設を計画しており、米国エネルギー情報局によると、2024 年

には建設が完了し、2032 年には中国は米国を超えて世界最大の原

子力発電量を誇る国になると予想している。

ヨーロッパの原子力計画について見ると、フィンランドで新型

原発がまもなく建設完了となり、その合計出力は 1.6GW に達する

と見られる。これはヨーロッパにおいて 15 年ぶりの原発新設とな

る。ヨーロッパとユーラシア大陸の原子力発電量は減少していくと

推測されており、この背景には主にドイツとフランス等の国が原子

力発電の割合を削減しようとしていることがある。とりわけ、ドイ

ツは 2011 年の福島原発事故を受けて、脱原発を宣言し、2017 年末

に 10 基の原子力発電所の運転停止を目指していた。しかし、2022

年 2 月、ロシアのウクライナ侵攻により、年末に停止する予定であ

った原発の運転継続を決定し、2023 年 4 月 15 日、残る 3 基の稼働
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を停止すると発表した（中央社 2023）。世界第二の原子力大国で

あるフランスもまた、2015 年に 2050 年までに原子力発電量の割合

を 75％から 50％まで削減すると発表した（經濟部能源署 2017）。

日本原子力産業協会（Japan Atomic Industrial Forum, Inc.）

の調査によると、2023 年 6 月時点で、日本には 33 基の原子力発

電所があり、合計出力は 33GW となっている（日本原子力産業協

会 2023）。福島原発事故の後、2013 年に日本の原子力規制委員会

（Nuclear Regulation Authority, NRA）は、まず 17 基の運転再開

を申請した。2022 年 3 月には 10 基の原子力発電所が運転を再開し、

その他 7 基も同委員会の最終審査に合格しており、順に運転が再開

される見込みである。また、福島第一原子力発電所にある合計 24

基の原子炉は廃炉が決定している（内閣府原子力委員会 2022）。

上述をまとめると、福島原発事故後、原子力の安全に対する懸念

から、世界の原子力発電量は緩やかな減少傾向にある。世界各国に

おける今後の原子力発電設備容量の増加の見通しは、主に以下 4 つ

に分類できる。1 つ目は、米国、フランス、ロシア、韓国等の国で、

天然ガスの利用増加や電力需要の減少を受けて、原子力発電所新設

のニーズは比較的限定的となる。しかしながら、エネルギー自給率

の向上や地球温暖化対策にかかる二酸化炭素排出量削減への対応か

ら、依然として引き続き原子力を使用する。2 つ目は、中国とイン

ドで、今後もエネルギー需要が増加し、また二酸化炭素排出量削減

のために、積極的に原子力開発を行い、拡大傾向を維持していく。3

つ目は、中東及び東南アジア諸国で、一部の国ではエネルギー安全

保障を考慮して停滞気味だが、総体的な方向としてはやはり、エネ

ルギー需要の増加に対応するため、今後も積極的に原子力を導入す

る可能性がある。4 つ目は、ドイツ、スイス、イタリアで、福島原

発事故を受けて、すでに脱原発へと政策転換している（エネルギー
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経済研究所 2016）。

2022 年 6 月、国際エネルギー機関（International Energy Agency, 

IEA）は「原子力エネルギーと安全なエネルギー転換に関する特別

報告書（Nuclear Power and Secure Energy Transitions）」を発表

した。同報告書では、ウクライナ戦争によってエネルギーの安全保

障問題の重要性が強く意識され、各国が低炭素エネルギーの多様化

を重視するようになった。このため原子力発電によって、世界的な

低炭素電力推進の目標を加速させることができるとした。また化石

燃料への依存を軽減させていく過程で、更には、再生可能エネルギ

ーの発展の進捗も相まって、エネルギーシステム転換の安全性が強

化されるとした（經濟部能源署 2022）。言い換えると、エネルギ

ー自給率向上への考慮及び地球温暖化対策にかかる二酸化炭素排出

量の削減目標等を受けて、世界の多くの国々は、原子力発電を国家

のエネルギー安全保障戦略の重要な選択肢の一つとして、使用し続

けるといえる。

三　日本の原子力の発展及び原発輸出の変遷

日本の原子力の発展については、1953 年にアイゼンハワー米

国大統領が国連で行った演説「平和のための原子力（Atoms for 

peace）」まで遡る必要がある。同演説を契機に、米ソ冷戦構造の

下で、原子力の平和的利用が始まり、米国は主要な同盟国、友好 

国・地域に原子力の技術や設備を輸出し始めた。1954 年、日本で

は衆議院で初めて原子力予算が可決され、1960 年代になると、日

本の原発開発計画は活発に展開され、1966 年には日本初の商業用

原子炉が正式に運転を開始した。

1968 年に日米が締結した「日米原子力協力協定」は、主に両国
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の原子力分野における協力協定で、米国は日本に原子力開発に関す

る設備と技術、及び原子力燃料を提供するとしたが、濃縮ウランの

再処理に関しては、米国による厳格な規定と制限を受けなければな

らないとした。つまり、米国は日本が原子力関連施設を発展させる

ことを支持するものの、他方では、日本の原子力開発が核兵器に転

換される可能性を制限したといえる。

1973 年にオイルショックが起こると、日本のエネルギー安全保

障の脆弱さが露呈した。石油輸入への過度な依存の結果、石油価格

の変動や石油禁輸によって、日本経済と国家の安全保障は深刻な打

撃を受け、オイルショック以降、日本は代替エネルギー源、省エ

ネ、新たなエネルギーの開発を模索するようになる。同時期、原子

力は代替エネルギー源として重要な役割を担った。1973 年 12 月、

田中角栄首相は国会答弁において、日本にとっての原子力開発の

重要性について言及し、原子力開発を通して、地方の就業率を上

げ、地方の経済発展を牽引させ、更には都市が必要な電力を供給す

ることができるとの考えを示した。この原子力の発展モデルは、田

中角栄が提起した「日本列島改造論」とも合致するもので（鈴木 

2014, 65-67）、1974 年 10 月に「電源三法」が可決されると、原

子力開発は加速し、中央から地方へと巨大な利権構造、国家主導の

原子力開発の体質が形成され、学者の橘川武郎は原子力産業を「国

策民営」と名付けた（橘川 2013, 38-39）。

1980 年代には、先進国を主として、原子力開発件数と原子力発

電量が急速に増加した。しかし、1979 年に米国で発生したスリー・ 

マイル・アイランド原子力発電所事故、1986 年にソ連で発生した

チェルノブイリ原発事故の影響を受け、1990 年代以降、世界の原

発の建設は停滞期に入った。21 世紀になると、中国やインドなど

のアジアの新興諸国が急速な経済発展を遂げ、これに伴ってエネル
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ギー需要が増加し、更には地球温暖化対策が徐々に重視されるよう

になってきたため、原子力は再び重要な第一次エネルギーとみなさ

れるようになった。

2005年、米国のブッシュ大統領は、「エネルギー政策法（Energy 

Policy Act）」を成立させた。同法は、原子力開発促進の関連条例

で、世界の原子力開発の新たな機運を創造することを目指してお

り、「原子力ルネッサンス（Nuclear Power Renaissance）」とも

呼ばれた。同法の成立によって、長期の核エネルギー研究と開発計

画に関する予算が成立した。これには第 4 世代原子炉開発計画等も

含まれ、この 2 つの計画は、国際原子力エネルギー・パートナーシ

ップ計画（Global Nuclear Energy Partnership, GNEP）に統合さ

れた（謝得志 2008）。

同年、小泉純一郎内閣は「原子力政策大綱」を発表し、日本の原

子力発展の方向性を定め、2006 年にはさらに「原子力立国計画」

を可決し、原子力を日本の主力エネルギーの一つとして確立した。

そのなかの「原子力産業の国際展開」では、各国による原子力発電

の導入や拡大は、化石エネルギーをめぐる国際競争の緩和や地球温

暖化対策に対して一定の効果が期待されることから、日本の国際社

会への貢献を高めるためにも、日本の原子力技術を世界各地へ輸出

すべきだとした。また、海外への原子力技術の移転を通じて、日本

の原子力産業の技術や人材を維持し、日本の原子力産業の実力の底

上げを図ることができるとした。続く 2007 年には「第 2 次エネル

ギー基本計画」を閣議決定しており、これにより「日本の原子力産

業の国際展開の推進」政策が確立された。ここからも、同時期にお

いて「原発輸出」はすでに日本の国家エネルギー政策の重要な主軸

となっており、また日本が原子力生産国から原発輸出国へと転換を

図ろうとしていたことが分かる（鈴木 2014, 74-75）。
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2007 年、米国のブッシュ大統領と第 1 次安倍内閣は「日米原子

力エネルギー共同行動計画」を策定した。同計画は、原発輸出も含

む日米の原子力協力に関する基本枠組で、これは 2006 年に小泉純

一郎首相がブッシュ大統領と共同発表した「21 世紀の地球的規模

での協力のための新しい日米同盟」を踏襲しているもので、主に以

下 4 つの重要なポイントがある。一つ目は、「国際原子力エネル

ギー・パートナーシップ（GNEP）」構想に基づく日米共同研究開

発、二つ目は、米国の原子力発電所新規建設を支援するための政策

協調、三つ目は、核燃料供給保証メカニズムの構築、四つ目は、核

不拡散を確保しつつ第三国への原発輸出にかかる協調の拡大である

（外務省 2007）。 

2009 年、民主党の鳩山由紀夫内閣が発足したが、民主党政権は

自民党政権の原子力政策を変更しなかっただけでなく、「原発輸

出」により積極的な姿勢を示した。2010 年の「第 3 次エネルギー

基本計画」においては、「エネルギー・環境分野における国際展開

の促進」のなかで、今後、日本が国際競争力を維持するためには、

アジア及び中東等の地域を含めた海外市場に積極的に投入する必

要があり、特に国際的な低炭素エネルギー技術及び原子力関係のイ

ンフラ整備を通じて、日本産業の海外投資を活性化させるとした。

言い換えると、日本の原発輸出戦略は、日本の経済成長を促進させ

るだけでなく、同時に二酸化炭素排出削減目標を達成し、日増しに

深刻化する世界の温室効果ガス問題も解決するものであるといえる

（中野 2015, 104-107）。

2010 年 10 月、民主党の菅直人内閣は、産業界のニーズに応える

ため、官民一体の海外展開支援戦略を積極的に推進し、「国際原子

力開発株式会社（JINED）」を設立した。9 社の電力会社（北海道

電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国
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電力、四国電力、九州電力）及び東芝、日立、三菱重工業等の計

13 社の民間企業が出資し、原子力発電所の計画・建設・人材育成・ 

原子炉の運転・資金調達・制度整備等について、全て日本政府と民

間が共同して協力する官民一体の方式を採った。2010 年 10 月、菅

直人首相がベトナムを訪問し、グエン・タン・ズン首相と会談を行

い、ベトナム中部ニントゥアン省における原子力発電所建設計画で

合意した。同開発案は、民主党政権にとって初の原発輸出関連の大

きな成果であり、また発足間もない「国際原子力開発株式会社」に

とっても初の原子力開発案件だった。

第二次安倍内閣が発足すると、日本のインフラシステムの海外

輸出や、エネルギー・鉱物資源の海外権益確保を支援するために、

2013 年 3 月、「経協インフラ戦略会議」を立ち上げ（首相官邸 

2013b）、日本企業のインフラシステム海外輸出額を 2020 年には

30 兆円とする目標、「インフラ輸出戦略」を設定した（首相官邸 

2013c）。さらに、2016 年 5 月には、「質の高いインフラ輸出拡大

イニシアティブ」を発表し（外務省 2016）、首相がトップセール

スマンとなって、日本の最新技術及び人材等を集結させて、日本の

インフラシステムを世界に向けて売り込んだ。ここから、安倍内閣

発足後、原子力を含むインフラシステムの海外輸出に全力で取り組

んでいたことが分かる。

上述の内容をまとめると、日本の原子力開発には約 60 年の歴史

があり、開発の初期段階では「原子力の平和的利用」の原則に基づ

き、米国から原子力開発関連の技術・設備・燃料等を導入し、日本

各地で相次いで原子力発電所の建設を開始した。原子力は大規模な

資金投資と長期的な計画・建設を要する産業で、政府主導の下、民

間企業や地方自治体との協力によってようやく成り立つ産業でもあ

ることから、「国策民営」産業とも呼ばれた。日本はエネルギー資
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源が乏しい国で、エネルギー自給率は先進国の中で最も低い。原子

力は他のエネルギーと比較すると、安定的に供給でき、使用効率が

比較的高いという特性を具え、さらには運転の過程で二酸化炭素を

排出しないことから、「低炭素の準国産エネルギー源」とみなされ

た。第二次安倍内閣発足以降、世界的な原子力発展の趨勢及び地球

温暖化問題の高まりもあって、原発輸出は日本のエネルギー政策の

重要な一環となり、その主要目的は、同政策を通じて、日本の原子

力産業の技術や人材を維持し、原子力産業の実力を底堅くすること

にあった。

四　日本によるベトナムへの原発輸出の経緯

近年、ベトナムは急速に経済成長を遂げ、エネルギー需要も年々

増加したため、原子力の発展による安定した電力供給を模索するよ

うになった。ベトナムの原子力発電開発の経緯は、概ね第一段階の

模索期（1996 年～2009 年）、第二段階の確立期（2010 年～2015

年、第三段階の中止期（2016 年～2023 年）に整理できる。

1　第一段階 ： 1996 年～2009 年の模索期

1996 年以降、ベトナムは改革開放政策及び ASEAN 加盟等の影

響を受け、同時期におけるベトナムの実質経済成長率は約 5～8％

で推移した。ベトナム政府は国家エネルギー安全保障の目的を踏ま

え、また今後のベトナムの経済発展及び電力需要の急速な拡大に鑑

み、積極的に原子力発電の可能性を検討し始め、2000 年以降、フ

ランス、韓国、ロシア等とそれぞれ原子力発電協力の覚書を締結

した（ACCESS ONELINE 2022）。2006 年 10 月、第 1 次安倍内

閣時に、日本はベトナムのグエン・タン・ズン首相と日越共同声明
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を発表し、両国間の外交・安全保障・経済及びエネルギー等の各分

野において全面的なパートナーシップ関係を深化させることを宣言

し、同時に両国の原子力協力の方向性を確立し、これは日本とベト

ナムにとって原子力開発協力のスタートとなった。

2　第二段階 ： 2009 年～2016 年の確立期

2009 年、ベトナム国会は審議を可決し、ニントゥアン省に建設

する 2 つの原子力発電所のうち、ロシアがニントゥアン第 1 原発の

計画案を落札した。また 2010 年 10 月、菅直人首相のベトナム訪問

の際に、日本がニントゥアン第 2 原発の発電所建設計画案を受注す

ることが決まった。2011 年 3 月に福島原発事故が発生すると、同

年 5 月、菅直人首相は記者会見を開き、2010 年に示した「エネル

ギー基本計画」について、原子力の割合を 50％まで高めるとした

計画は白紙に戻る可能性があると述べた。これはつまり、福島原発

事故後、日本政府が過去の原子力推進政策を見直そうとしていたこ

とを意味する。しかしながら、日本の原子力産業の発展に基づき、

2011 年 8 月、菅内閣は原発輸出推進政策の継続を閣議決定した。

さらにカザフスタン、ベトナム、ヨルダンと原子力協定を締結し、

発効している。

2011 年 9 月、発足した野田内閣がまず取り組まなければならな

かったのが、東日本大震災からの復興、福島原発事故への対応等で

あった。日本の原子力発電所は全て安全審査を実施しており、電

力不足を補うために、2012 年 7 月 5 日に大飯原子力発電所 3 号、4

号原子炉の運転再開を決定したが、これにより大規模な国民の反対

運動が起こった（麻田 2012）。2012 年 9 月 14 日、野田内閣は「革

新的エネルギー・環境戦略」を示し、「2030 年代に原発稼働ゼロ
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とする政策方針」を決定した。しかし、野田内閣が提出した決議は

産業界及び地方勢力等から強い反発を受け、最終的には決議に至ら

ず、参考文書として扱われるにとどまった。このことからも日本は

福島原発事故を受けて、原発の利用を断念したり、過去に打ち出し

た原発輸出政策を転換したわけではないことが分かる。

第二次安倍内閣が発足すると、長期にわたり低迷する経済の活性

化を促進するため、アベノミクスを打ち出した。そのなかの「成長

戦略」は、日本のインフラシステムの技術輸出を通して、経済発展

の活性化を目指すものだった。すなわち、日本政府の意図は「原発

輸出」を日本企業の海外投資の牽引役とすることにあった。2013

年 1 月、安倍首相が最初に訪問した東南アジアの国はベトナムで、

グエン・タン・ズン首相と首脳会談を開催した。安倍首相は引き続

きベトナムの経済発展を支持すると表明し、両国は貿易・投資・イ

ンフラ等の分野における協力で合意した。

3　第三段階 ： 2016 年～2023 年の中止期

数年に及ぶ調査と検討の結果、2016 年 11 月、ベトナム国会はニ

ントゥアン省における原子力計画案の中止を決定した。ベトナム

国会が原子力計画の中止を決めた理由は、以下数点に帰納できる。

（1）原子力発電所の建設額が 190 億ドルと、当初に想定していた

投資額の 2 倍となり、またベトナムの公的債務も上限に迫ったた

め、投資を継続した場合、ベトナムの経済成長が行き詰まる可能性

があった。（2）電力需要量は当初の予測ほどは増加せず、2009 年

の計画成立時点では、毎年の電力需要成長率は 17～20％に達する

と見込んでいたが、2016～2020 年の電力需要年成長率は 11％に留

まると試算され、2030 年にはさらに 7～8％まで減少すると下方修
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正された。（3）節電技術が進歩し、高価な原子力発電と比較する

と、近年では石炭価格が下落し、石炭を燃料に使用する火力発電の

コストが下がっていることから、今後、ベトナムは火力発電への依

存が大幅に高まると見られる（日本経済新聞 2016）。実際、上述

の原因より更に重要なのは、福島原発事故以降、世界各国で原子力

発電の安全性についての懸念が高まった点で、特にニントゥアン省

原子力発電所の近隣住民も強い抗議や不安を示した。また、原子力

発電所が現地の生態環境にマイナスの影響を与えると考える環境活

動家も原子力発電所建設計画に反対した。

上述の内容をまとめると、ベトナムの原子力開発は、第一段階の

時期においては、急速な経済成長を受け、徐々に原子力発電の重要

性を認識し、2006 年には日越両国は原子力協力の方向で一致し、

第二段階の 2010 年には、ベトナム原子力発電計画案が正式に成立

し、これが日本にとっては原発輸出戦略の重要な成果だった。しか

し、福島原発事故に加え、ベトナムの国内政治・経済・財政といっ

た要因も相まって、ベトナム原発開発計画案を順調に進めることは

できず、日本もまた原子力の輸出戦略の見直しを迫られた。

五　安倍政権によるベトナムへの原発輸出の戦略的意図

第二次安倍内閣が発足すると、まず民主党政権が打ち出した

「2030 年代に原発稼働ゼロとする政策方針」を見直し、原子力発

電所の再稼働に支持を表明し、原子力は重要な基礎電源であるとし

て、政府は引き続き原発輸出政策を推進していくことを明確に示

した。2013 年、日本はトルコ、アラブ首長国連邦と、それぞれ原

子力協力協定を締結し、原発輸出を積極的に展開した。同年 5 月

には、トルコの原子力開発計画は三菱重工業とフランスのアレバ
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（AREVA）社と共同開発することが決まった。

2014 年、安倍首相とフランスのオランド大統領は首脳会談を行

い、原子力推進政策を確認し、またインドのシン首相とも原子力

協定の覚書に調印し、将来的なインドへの原発輸出の準備を始め

た。同年 4 月、安倍内閣は「第 4 次基本エネルギー計画」を閣議

決定し、原子力を重要なベースロード電源とみなし、原子力の維持

及び推進と、原発輸出戦略の積極的な展開を明確に表明した（中野 

2015, 138-140）。2015 年までに、日本が海外への原発輸出関連

事業の対象として取り組んだのは、米国、中国、台湾、ベトナム、

インドネシア、カザフスタン、トルコ、UAE、サウジアラビア、

ヨルダン等 16 の国・地域である。

総じて、安倍政権のベトナムへの原発輸出の戦略的意図は以下に

整理できる。

1　日米原子力協定及び原子力の復興

1968 年に締結された「日米原子力協定」は、主に以下 2 つの項

目に関する協定である。 （1）原子力の平和的利用：初期段階で、

米国は日本に原子力技術を移転し、50 年を経て、日米両国の主要

な原子力関連企業は相互依存関係となり、相互利益・共生のモデル

を形成した。（2）核兵器の軍事利用：米国は日本が平和目的で使

用済み核燃料の再処理を行うことは認めたが、日本は、米国が提供

するウラン燃料や米国産の核燃料を再処理する場合、事前に米国の

同意を得なければならない。言い換えると、米国は原発輸出を有力

な外交カード、国際交渉の重要な武器とみなしているといえる。確

かに、1980 年代以降、米国内では原子力産業が衰退したため、日

本の原子力技術を借りて、国際的な原子力版図を共同で開拓する必
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要があった。

2012 年 8 月 15 日、米国の戦略国際問題研究所（CSIS）は「ア

ーミテージ・ナイ報告」を発表した。同報告は、通常、日米同盟の

外交行為の準則の一つとみなされ、軍事分野に関する建言のみなら

ず、エネルギー安全保障に関する両国関係の強化にも大きな影響力

を有している。なかでも、同報告は「米国は日本が原子力を再開す

る必要があると認識しており、温室効果ガス削減目標を達成するた

め、また海外への高いエネルギー依存からしても、日本は安全性へ

の懸念を払拭した上で、原子力を再稼働しなければならない。他方

で、原子力産業がロシア、韓国、フランス、ひいては中国にも追い

越されるのを避けるため、米国と原子力分野における協力を強化

し、福島原発事故を教訓に、原子炉の安全な設計及び規制の実施等

の分野で日本が中心的な役割を発揮することを期待する」と言及し

ている（Armitage and Nye 2012）。

2　原子力技術の維持及び世界の原子力産業の市場規模

現在、世界で原子炉を製造している企業は、東芝（米国の WH を合

併）、日立（米国の GE を合併）、三菱重工業（フランスの AREVA

を合併）、斗山重工業（韓国）、中国核工業グループ会社（中國

核工業集團公司）、中国広和グループ（中國廣和集團）、Rosatom

（ロシア国営原子力会社）となっており、日本企業が原子力産業か

ら撤退すると、世界の原子力産業に大きな影響が生じる。同時に日

本からすると、福島原発事故以降、国内の原子力産業が徐々に減少

していることから、原発の輸出によって、原子力産業の技術と人材

を維持していくことが喫緊の課題となっている（中野 2015, 143-

146）。
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3　ASEA 諸国に対する日本の政治的、 経済的影響力

近年、ASEAN 諸国が急速な経済発展を遂げ、東南アジアの地政

学的戦略枠組みも変化した。このため安倍政権は「地球儀を俯瞰す

る外交」を打ち出し、積極的な外交手段によって、戦後の平和的外

交路線から脱却すべく、安全性と自主性を強調する外交を展開し

た。政府に対する日本国民の信頼だけでなく、日本の国際的地位や

国家の威信を効果的に高めるため、安倍首相は最初の外遊先として

ベトナム、タイ、インドネシアを選び、東南アジアを重視する日本

の外交姿勢を強くアピールした。

2013 年 1 月、安倍首相はベトナム、タイ、インドネシアを歴訪

し、東南アジア地域に対する日本の外交戦略談話、すなわち「日

本外交の新たな 5 原則」を発表した。同談話のポイントは主に、

（1）2 つの大洋（太平洋と印度洋）が結び合う地域において、思

想、表現、言論の自由等、人類の普遍的価値を追求することを重

視する、（2）コモンズである海は、法とルールの支配するところ

であるべき、（3）日本外交は、自由でオープンな経済を求め、交

易と投資、ひとやものの交流の重視する、（4）日本は文化と多様

性の交流に尽力する、（5）次世代との交流を促進する（首相官邸 

2013a）等の 5 点である。

このうち 3 点目は、経済・貿易の交流を促進し、経済外交等の手

段によって、日本の東南アジアへの投資や開発援助を強化しようと

するものだが、これにより東南アジア地域の安定と繁栄に寄与する

だけでなく、日本企業の海外競争力を強化し、当該地域における日

本のプレゼンスを高めることができる。
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4　一帯一路による中国の台頭への対抗

2013 年、安倍首相が初の外遊先に選んだのはベトナムで、日越

外交関係樹立 40 周年を契機に、両国間の海上安全保障、人材育

成、経済、開発協力、政治・安全保障等の多方面の分野で協力する

ことを確認した（外務省 2013）。2014 年 3 月には、チュオン・タ

ン・サン・ベトナム国家主席が訪日し、「アジアにおける平和と繁

栄のための広範な戦略的パートナーシップ」と題する共同声明を発

表し、両国の多元的かつ広範な戦略的パートナーシップを強調した

（外務省 2014a）。2014 年 8 月、岸田文雄外務大臣はベトナムと

の交換文書に署名し、日本政府がベトナムに 5 億円の無償資金協力

を行うほか、ベトナムの海上保安能力強化のために 6 隻の中古の巡

視船を供与するとした（外務省 2014b）。

第二次安倍内閣は発足後、国際政治情勢の劇的な変化に対応する

ため、過去とは異なる様々な外交戦略や外交活動を打ち出し、これ

を機に戦後から続く平和憲法の制約から脱却することを目指した。

安倍政権の対東南アジア地域外交は、日本の国家安全保障戦略を具

体的に示すものだったともいえ、その対東南アジア諸国に関する外

交行為と手段は、日本がここ数年における東アジアの地政学的戦略

枠組みの変化を認識し、これに応えたものだったことが分かる。つ

まり、近年における中国の経済的台頭や軍事力の拡張、更には習近

平の一帯一路戦略も相まって、周辺諸国の不安と緊張が高まってい

ることは間違いなく、これに合わせて日本も戦後から続く外交戦略

や方針を見直さなければならなかった。

六　結論

日本の原子力の発展にはすでに 60 年近くの歴史があり、その過

程では、1970 年代にはオイルショック、2011 年には福島原発事故
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を経験した。原子力は経済成長や発展をもたらすが、同時に放射線

廃棄物や放射能汚染といった安全面のリスクもある。しかし、エネ

ルギー安全保障の観点からすると、日本は島国で、必要なエネルギ

ーはほぼ全て海外からの輸入に依存せざるを得ないため、安定した

基礎エネルギーからすれば、原子力は確かに必要不可欠な重要性を

具えている。安倍首相は政権発足後、長引くデフレ経済を立て直そ

うと「アベノミクス」を打ち出し、その「成長戦略」においては、

日本のインフラ技術輸出によって、日本経済の回復を目指した。こ

れは福島原発事故を受けて停滞する原子力産業を立て直すだけでな

く、日本の原子力技術と人材を世界に向けて売り込むことを期待し

たものだった。安倍首相をトップとして、原発輸出戦略を通じて世

界各国との経済・外交関係を促進させ、国際政治における日本のプ

レゼンスを高める狙いがあった。

2020 年 10 月、菅義偉首相は、日本は 2050 年までに二酸化炭素

を排出実質ゼロにし、カーボンニュートラル社会を実現すると発表

した。これは日本の気候変動に関する重要な転換である。同目標達

成のため、2022 年 8 月 24 日、岸田文雄首相は第 2 回 GX（グリー

ントランスフォーメーション：Green Transformation）実行会議に

おいて、ウクライナ戦争による世界的なエネルギー危機への対応、

グローバルなエネルギー需給生産の劇的な変化、更にはグリーント

ランスフォーメーションが鍵となる時期にあることからも、日本は

万全の措置を取らなければならないと述べた。日本は再生エネルギ

ー導入のシステム整備をスピードアップするほか、原子力分野にお

いては、福島原発事故によって運転停止している原子力発電所につ

いて、安全を前提とした上で、運転年数の上限を延長し、同時に新

しい次世代の原子力発電施設の開発と建設に取り組むとした（首相

官邸 2022）。言い換えると、ウクライナ戦争及び日本の脱炭素宣
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言によって、日本はエネルギー転換を加速させ、従来の化石エネル

ギーに依存した構造から、再生可能エネルギーを主とするエネルギ

ー構造に転換しようとしており、その過渡期において原子力は欠か

すことのできない重要な役割を担い、同時に原子力産業の発展を確

保するために、日本は原発輸出計画を継続するであろうといえる。

2016 年にベトナムが日本との原子力建設協力計画の中止を決定

したことは、積極的に原発輸出を推進する安倍政権にとって大打撃

だったことは言うまでもない。ベトナムが中止を決定した背景に

は、主に建設資金の不足や財政上の困難等があるが、実際には福島

原発事故後、ベトナムで原子力の安全性について懸念が高まったこ

とも要因の一つである。ベトナムにとって日本は最大の援助国であ

り（ODA）、近年では新型コロナウイルスの影響を受けたが、日

本にとってベトナムは東南アジア最大の貿易パートナーである。ベ

トナム経済は成長を維持しており、エネルギー需要の増加もより切

迫している。2022 年、ベトナムは「第 8 次国家電力基本計画（Power 

Development Plan 8, PDP8）」を発表し、そのなかで将来の電力

需要に対応するため、ベトナムは小型原子力発電所の開発を検討し

ていることを示唆した。加えて、2021 年にはファム・ミン・チン

（Phạm Minh Chính）首相が、2050 年までにカーボンニュートラ

ルの実現を目指すことを国際公約として掲げたことから、今後、ベ

トナムが原子力を再びエネルギー安全保障政策に取り入れる可能性

もある（NNA ASIA 2022）。発展途上国からすると、経済発展の

段階においては、一般的に経済成長とインフラ不足のジレンマに直

面し、とりわけ電力の安定供給は国家の持続的な経済発展の鍵とな

る。よって、環境保護及びカーボンニュートラル等の政策を如何に

して両立させるかが、発展途上国のエネルギー安全保障政策の重要

な一環となる。日本とベトナムは長きに渡って、外交面でパートナ
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ーシップ関係を維持しており、今後も再生可能エネルギーや原子力

等を含めたエネルギー分野において、二国間の協力と交流を引き続

き強化していくと考えられる。

（寄稿：2023 年 2 月 20 日、採用：2023 年 10 月 5 日） 

翻訳：渥美すが子（フリーランス翻訳者）



問題と研究� 第 52 巻 4 号

－132－

日本安倍政權對越南的核能輸出戰略

葉秋蘭

（國立臺中科技大學應用日語系／日本市場暨商務策略研究所助理教授）

【摘要】

2012 年安倍政權上台後，為提振長期低迷的經濟，提出安倍經

濟學的三支箭，其中「成長戰略」便是希望利用日本基礎建設的技術

輸出，帶動日本經濟的發展。日本政府企圖利用「核能輸出」作為

引領日本企業海外投資的火車頭。近年來，越南的經濟發展快速，

導致對能源的需求孔急，因而成為日本核能輸出戰略的重要對象國之

一。然而，2016 年越南國會卻以財政困難以及經濟成長不如預期等

理由，宣布中止越南的核能電廠計畫案。此一決定對於安倍政權的核

能輸出戰略可謂是一大打擊，本文探討日本對越南的核能開發計畫的

經緯，以及日本安倍政權核能輸出的戰略意圖，試圖了解日本對開發

中國家的核能輸出，對於開發中國家而言，核能開發的必要性以及其

面臨的能源安全困境。

關鍵字： 安倍政權、能源安全、越南、核能開發計畫、核能輸出
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Japanese Strategy of Nuclear Energy Exporting 
toward Vietnam under the Abe Regime

Chiu-Lan Yeh 
Assistant Professor, Department of Japanese Studies/ 

Graduate School of Japanese Market and Business Strategies, 
National Taichung University of Science and Technology

【Abstract】

Abenomics  i s  b rough t  up  to  l i f t  the  long- te rm economic 
depression ever since the Abe regime’s coming to power in 2012. 
Growth Strategy is included in 3 arrows of Abenomics, which means 
using power of infrastructure to help economic development. In other 
words, the Japanese government planned to be the leader of Japanese 
companies to stimulate economic growth by exporting nuclear energy. 
In recent years, the economic growth was quite significant in Vietnam; 
therefore, they have urgent need for electricity. They are one of the 
important targets to the Japanese nuclear energy exporting strategy. 
However, the Vietnamese government stopped the plans of developing 
nuclear energy due to financial difficulties and the economic growth 
not reaching the expectation, as they claimed. This decision is, of 
course, a strike to nuclear power exporting strategy raised by the Abe 
government. In this thesis, I will discuss the history of Japanese and 
Vietnamese nuclear energy development plans, and the main purpose 
of nuclear energy exporting strategy raised by the Abe government. I would 
like to also discuss the necessity of nuclear energy development and the 
difficulty of energy security that has to be solved to developing countries.

Keywords:  the Abe Regime, energy security, Vietnam, nuclear power 

development plan, nuclear energy exporting
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